
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）
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平成２８年度から平成３１年度の道路防災点検により要対策箇所の見直しを行い、段階施工を実施することとし、第1段階として今後１０年を目途に落石頻度の高い
３０㎝未満の石を対象とした落石防護網、落石防護柵等の比較的簡易な工法により対策の推進を図る。
併せて、平成３２年度からは、５年に１度の頻度で道路斜面の定期点検を実施して、要対策等の斜面評価及び対策優先度の適宜見直しを行い、計画的かつ効果的な対
策の促進に繋げる。
以上を勘案し、防災事業に係る新たな事務事業評価の策定と成果指標の設定を行う。（道路防災点検が完了する平成３１年度を目途に策定・設定の予定。）

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
緊急対策箇所、緊急輸送道路外の継続箇所及び
要対策箇所以外からの落石箇所等と並行して対
策を進めている中で、確実な緊急輸送道路上の
対策が実施できた。

－ － －

前年度実績 今年度計画

取組目標値
指標名

56.0 60.0

30年度 31年度年度 27年度

平成８・９年度の道路防災総点検に基づく、要対策箇所（２，１３６ヶ所）の防災対策は、緊急輸送道路上の箇所を重点的に進めている。
平成２８年度末で、要対策箇所２，１３６箇所のうち、７９１箇所（対前年＋５箇所）の対策が完了した。
全体整備率＝対策済要対策箇所÷全体要対策箇所＝７９１箇所÷２，１３６箇所＝３７％（未整備箇所数：１，３４５箇所）
そのうち、緊急輸送道路上の要対策箇所６３５箇所のうち、３３２箇所（対前年＋２箇所）の対策が完了した。
緊急輸送道路上整備率＝緊急輸送道路上対策済要対策箇所÷緊急輸送道路上要対策箇所＝３３２箇所÷６３５箇所＝５２．２％（未整備箇所数：３０３箇所）

※平成２８年５月に発生した落石死亡事故を受け同年９月に「落石に係る道路防災計画」を策定、同計画に基づく対策を実施すべく調査・点検等に着手した。

うち一般財源（千円） 93,238 126,442
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－

事　業　費（b）（千円） 3,318,236
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事務事業評価シート

目
的

（１）対象 道路利用者

（２）意図 安全で安心な道路通行空間の確保

道路斜面からの落石等による道路利用者の事故、被害を未然に防止するとともに、災害発生時における救助、救急、消防活動及び救援物資の輸送が確実かつ円滑
に行えるよう、道路防災総点検に基づく要対策箇所の道路防災対策（落石対策）を実施する。

評価実施年度： 平成２９年度

28年度 29年度

63.0 68.0

事務事業の名称 防災事業

事務事業担当課長 道路維持課長　大賀隆宏 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅱ－１－７
災害に強い県土づくり

道路防災危険箇所整備率（緊急輸送道路上）
目標値

対策完了箇所数（累計）／要対策箇所総数（635箇所）

・本行政評価の基となる平成８・９年度の道路防災点検から約20年が経過し、斜面の状態が変化してい
るにも関わらず、現状が把握できていない。（要対策箇所が把握できていない。）
・対象道路斜面及びその周辺にあるすべての落石発生源を対象とした対策が進められてきた。

平成２８年度から３１年度に実施する道路防災点検により要対策箇所の見直しを行い、優先度をつけた
段階施工により県全体の安全度について早期の底上げを図ることとしているが、確実な事業進捗に向け
た事業費の確保と各事務所・事業所における用地取得・工事等に係る業務量の平準化について調整が必
要である。

％

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

③改善策を検討中

実績値

達成率

－

道路防災対策１箇所あたりに係る事業費が大きくなっている中で、緊急輸送道路上の要対策箇所の対策
以外に、緊急対策箇所の対応や対策済み箇所及び対策不要箇所の落石対策を並行して進めており、結果
として県全体の道路防災対策の進捗に遅れが生じている。

６.成果があったこと（改善されたこと）


